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 貸 借 対 照 表

 

                 （2025 年３月 31 日現在）        （単位：千円） 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科   目 金   額 科   目 金   額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

完成工事未収入金 

商 品 及 び 製 品 

未成工事支出金 

原材料及び貯蔵品 

前 払 費 用 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

工具、器具及び備品 

無 形 固 定 資 産 

特 許 権 

ソ フ ト ウ エ ア 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 前 払 費 用 

差 入 保 証 金 

そ  の  他 

469,967 

310,246 

19,932 

74,849 

12,921 

34,403 

351 

7,069 

10,992 

△800 

 59,606 

8,840 

5,161 

280 

0 

3,398 

971 

791 

180 

49,794 

80 

13,116 

35,836 

761 

流 動 負 債 

買 掛 金 

工 事 未 払 金 

短 期 借 入 金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

未成工事受入金 

預 り 金 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

長 期 預 り 金 

182,052 

12,603 

54,774 

60,000 

4,371 

19,154 

441 

11,921 

10,376 

8,148 

260 

107,812 

100,000 

7,812 

負 債 合 計 289,864 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資 本 金               

利 益 剰 余 金  

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

自 己 株 式 

239,708 

20,000 

 

241,926 

241,926 

△22,218 

純 資 産 合 計 239,708 

資 産 合 計 529,573 負債・純資産合計 529,573 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

自 2024年 ４月 １日 

至 2025年 ３月 31日
 

(単位：千円） 

科    目 金   額 

売 上 高  1,096,197 

売 上 原 価  803,048 

売 上 総 利 益  293,148 

販売費及び一般管理費   350,517 

営 業 損 失（△）  △57,368 

営 業 外 収 益    

受 取 利 息 及 び 配 当 金 233  

補 助 金 収 入 12,408  

そ の 他 1,143 13,785 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 1,255  

そ の 他 307 1,563 

経 常 損 失（△）  △45,146 

特 別 利 益   

  新 株 予 約 権 戻 入 益 483 483 

税 引 前 当 期 純 損 失（△）  △44,663 

法人税、住民税及び事業税  △960 

法 人 税 等 調 整 額   5,547 

当 期 純 損 失（△）  △49,250 

  （注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１.資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券 

   その他有価証券 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法を採用しております。 

（２）棚卸資産 

   未成工事支出金 

個別法による原価法（収益性が低下した場合は正味売却価額まで簿価を切り下げる方法）を

採用しております。 

   商品 

最終仕入原価法に基づく原価法（収益性が低下した場合は正味売却価額まで簿価を切り下げ

る方法）を採用しております。 

   製品 

先入先出法による原価法（収益性が低下した場合は正味売却価額まで簿価を切り下げる方法）

を採用しております。 

原材料 

先入先出法による原価法（収益性が低下した場合は正味売却価額まで簿価を切り下げる方法）

を採用しております。 

貯蔵品 

最終仕入原価法に基づく原価法（収益性が低下した場合は正味売却価額まで簿価を切り下げ

る方法）を採用しております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

    定率法によっております。ただし、建物及び 2016年４月１日以降取得した建物附属設備は 

定額法によっております。 

 

（２）無形固定資産 

   定額法によっております。 

なお、特許権については８年、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。 

 

建物 

機械及び装置 

車両運搬具 

工具、器具及び備品 

15～ 24年 

17年 

２ ～ ６年 

２ ～ 15年 
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３．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

当社は従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に対

応する額を計上しております。 

（２）貸倒引当金 

   当社は売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

５．収益及び費用の計上基準 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号 2020年３月 31日）及び「収益認識に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 30 号 2021 年３月 26 日）を適用してお

り、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け

取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

 

 

２．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額    98,780千円 

     (減損損失累計額を含む) 

 

（２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

     長期金銭債権        25,091千円 

     短期金銭債権        11,386千円 

     短期金銭債務        13,893千円 

 

 

３．損益計算書に関する注記 

  関係会社との取引高 

  営業取引による取引高 

   売上高                78,305千円 

   仕入高             66,497千円 

 

 

 

 

 

 

 

 


